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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注)  １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

 ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

   ４．当社には、非連結子会社及び関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載して

おりません。 

  

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容については、重要な変更はありません。   

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期 

第３四半期累計期間
第29期 

第３四半期累計期間
第28期

会計期間
自  平成23年９月１日
至  平成24年５月31日

自  平成24年９月１日 
至  平成25年５月31日

自  平成23年９月１日
至  平成24年８月31日

売上高 (千円) 1,948,079 2,132,557 2,626,095 

経常利益 (千円) 119,049 110,261 125,774 

四半期(当期)純利益 (千円) 64,150 59,192 57,199 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 203,112 203,112 203,112 

発行済株式総数 (株) 1,843,800 1,843,800 1,843,800 

純資産額 (千円) 765,675 806,854 758,723 

総資産額 (千円) 1,269,822 1,353,237 1,301,304 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 34.79 32.10 31.02 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― 6.0 

自己資本比率 (％) 60.3 59.6 58.3 

回次
第28期 

第３四半期会計期間
第29期 

第３四半期会計期間

会計期間
自  平成24年３月１日
至  平成24年５月31日

自  平成25年３月１日 
至  平成25年５月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.78 14.76 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期累計期間において、新たに生じた事業等のリスクはありません。  

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中における将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日において当社が判断したものです。  

（１）業績の状況 

当第３四半期累計期間における我が国経済は、新政権の経済政策および金融政策への期待感から円

高の是正により輸出が持ち直し、株価水準も回復の兆しを見せるなど、大手企業を中心に収益改善の

傾向が見られます。しかし海外景気の下振れリスクなどによる先行き不透明感から個人消費および国

内実体経済には勢いは感じられておりません。 

当社の属するフリーペーパー・フリーマガジン市場は、媒体及びターゲットの多様化が進んでおり

ますが、紙媒体だけでなくインターネット広告との価格競争が恒常化するなど、厳しい経営環境が続

いております。 

このような状況の下、当社は基盤事業である新聞等発行事業において、平成25年４月発行号よりタ

イトルロゴのリニューアルを始めとして紙面の全面的な改善に取り組み、読者の方により魅力ある紙

面に変更してまいりました。さらに既存の地域新聞（フリーペーパー）だけではなくフリーマガジン

の発行やとりわけ地域情報コミュニティサイト「チイコミ」でのＷｅｂ媒体顧客の新規獲得に注力し

て参りました。平成24年11月に埼玉県内で新規創刊した２版（春日部中央版、春日部東版）において

は、引き続き配布エリアと掲載広告主の拡大に注力しております。 

また、折込チラシ配布事業においては、全国紙購読率が低迷する中、当社の得意とする手配りによ

る地域に密着した配布形態が広告主様のニーズに合致し、引き合いが増加いたしました。 

 これらの施策の結果、基盤事業である新聞等発行事業及び折込チラシ配布事業においては、既存の

広告主様への継続的な販売が増加するとともに、新規取引顧客を拡大することができ、結果として売

上高の拡大を図る事ができました。 

 利益につきましては、売上高の増加により売上総利益は増加いたしましたが、配布業務委託料や人

材強化のための採用関連費等の販売費及び一般管理費の伸びが売上総利益の伸びを上回ったことによ

り、営業利益・経常利益・四半期純利益ともに、前年同期を下回りました。 

以上の結果、当第３四半期累計期間における売上高は2,132,557千円（前年同期比9.5％増）、売上

総利益は1,537,071千円（前年同期比9.8％増）、営業利益は110,177千円（前年同期比7.3％減）、経

常利益は110,261千円（前年同期比7.4％減）、四半期純利益は59,192千円（前年同期比7.7％減）と

なりました。 

  
（２）財政状態の分析 

  資産、負債及び純資産の状況 

  (資産) 

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ51,933千円増加し、1,353,237千円と

なりました。これは主に、現金及び預金が32,640千円減少したものの、売掛金が58,914千円、無形

固定資産が38,962千円増加したことによるものであります。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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  (負債) 

当第３四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ3,802千円増加し、546,383千円とな

りました。これは主に、未払法人税等が28,152千円減少したものの、長期リース債務が25,229千

円、賞与引当金が13,664千円増加したことによるものであります。 

  (純資産) 

当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ48,130千円増加し、806,854千円とな

りました。これは四半期純利益を59,192千円計上しましたが、配当金の支払いより利益剰余金が

11,062千円減少したことによるものであります。 

  
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題  

     当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
（４）研究開発活動 

     該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  「提出日現在発行数」欄には、平成25年７月１日からこの四半期報告書までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

  
 (2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

    該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  
(6) 【大株主の状況】 

    当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。   

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000 

計 4,000,000 

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成25年５月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年７月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,843,800 1,843,800 
大阪証券取引所

JASDAQ（グロース）
単元株式数 100株

計 1,843,800 1,843,800 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

   平成25年３月１日   
～平成25年５月31日

－ 1,843,800 － 203,112 － 133,112 
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(7) 【議決権の状況】 

 当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年２月28日）に基づく株主名簿によ

る記載をしております。 

  
① 【発行済株式】 

 
 (注)単元未満株式欄の普通株式は、自己株式77株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

(1) 役職の異動 

 平成25年５月31日現在 

 
  

   平成25年５月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 
 

―
― ―

議決権制限株式(自己株式等) 
 

―
― ―

議決権制限株式(その他) 
 

―
 

―
―

完全議決権株式(自己株式等) 
 

―
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

1,843,400 
18,434 ―

単元未満株式 
普通株式 

400 
― ―

発行済株式総数 1,843,800 ― ―

総株主の議決権 ― 18,434 ―

  平成25年５月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

２ 【役員の状況】

役名 新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役
編集部・制作部・情報システム
部管掌役員 経営管理部部長 

編集部・制作部管掌役員 経営
管理部部長 

宮本 浩二 平成24年12月１日
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成25年３月１日か

ら平成25年５月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成24年９月１日から平成25年５月31日まで)に係る

四半期財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。  

  

  

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年８月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成25年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 855,482 822,842

売掛金 242,783 301,698

商品 249 275

仕掛品 4,144 3,061

貯蔵品 1,144 947

その他 37,706 34,010

貸倒引当金 △8,900 △8,800

流動資産合計 1,132,611 1,154,035

固定資産   

有形固定資産 59,064 51,836

無形固定資産 30,239 69,201

投資その他の資産   

その他 87,501 87,497

貸倒引当金 △8,113 △9,333

投資その他の資産合計 79,388 78,164

固定資産合計 168,692 199,201

資産合計 1,301,304 1,353,237

負債の部   

流動負債   

買掛金 110,147 117,650

未払金 176,404 169,065

未払法人税等 39,730 11,577

賞与引当金 22,554 36,218

役員賞与引当金 400 －

訴訟損失引当金 7,000 －

資産除去債務 1,763 －

その他 54,642 50,700

流動負債合計 412,642 385,212

固定負債   

退職給付引当金 104,553 103,834

資産除去債務 3,534 3,562

その他 21,849 53,774

固定負債合計 129,937 161,170

負債合計 542,580 546,383
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年８月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成25年５月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 203,112 203,112

資本剰余金 133,112 133,112

利益剰余金 422,513 470,643

自己株式 △14 △14

株主資本合計 758,723 806,854

純資産合計 758,723 806,854

負債純資産合計 1,301,304 1,353,237
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（２）【四半期損益計算書】 
 【第３四半期累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期累計期間 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年５月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成24年９月１日 
 至 平成25年５月31日) 

売上高 1,948,079 2,132,557

売上原価 547,878 595,486

売上総利益 1,400,200 1,537,071

販売費及び一般管理費 1,281,318 1,426,893

営業利益 118,881 110,177

営業外収益   

受取利息 454 601

作業くず売却益 211 168

その他 137 124

営業外収益合計 802 894

営業外費用   

支払利息 555 439

保険解約損 － 362

その他 79 9

営業外費用合計 635 811

経常利益 119,049 110,261

特別損失   

リース解約損 － 8,256

特別損失合計 － 8,256

税引前四半期純利益 119,049 102,004

法人税、住民税及び事業税 53,693 39,275

法人税等調整額 1,205 3,536

法人税等合計 54,898 42,811

四半期純利益 64,150 59,192
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【会計方針の変更等】 

 
  
【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

 
  
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。 

  

当第３四半期累計期間 

(自  平成24年９月１日  至  平成25年５月31日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

 当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年９月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 なお、この変更による当第３四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

前事業年度 

(平成24年８月31日)

当第３四半期会計期間 

（平成25年５月31日）

偶発債務 

 当社は、平成23年４月25日付で、当社の元従業員の

遺族３名より、元従業員（元情報企画部長）が死亡し

た件について、元従業員の自殺の原因は、過重労働及

び元上司によるパワーハラスメントであり、当社の安

全配慮義務違反によるものであるとの主張から、総額

140,294千円（弁護士費用含む）の損害賠償請求訴訟

を千葉地方裁判所において提起されておりました。 

 当社及び元上司と元従業員の遺族は訴訟を続けてお

りましたが、千葉地方裁判所による和解勧告があり、

協議の結果、当社については元従業員の遺族に14,000

千円の和解金を支払うことで、平成24年10月23日に訴

訟上の和解が成立しました。なお、当該和解の成立に

よる業績に与える影響を考慮し、訴訟損失引当金

7,000千円を計上しております。 

  

― 

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

（自 平成23年９月１日 至 平成24年５月31日） （自 平成24年９月１日 至 平成25年５月31日）

減価償却費              27,545千円 減価償却費              23,789千円 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ．前第３四半期累計期間（自 平成23年９月１日 至 平成24年５月31日） 

１．配当金支払額 
  

 
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の

末日後となるもの 

  該当事項はありません。  

  
Ⅱ.当第３四半期累計期間(自  平成24年９月１日  至  平成25年５月31日) 

１．配当金支払額 
  

 
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の

末日後となるもの 

  該当事項はありません。  

  
(セグメント情報等) 

前第３四半期累計期間(自  平成23年９月１日  至  平成24年５月31日)及び当第３四半期累計期間

（自 平成24年９月１日 至 平成25年５月31日） 

【セグメント情報】 

  セグメント情報の開示の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり 

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月12日 

取締役会 
普通株式 4,609 2.5 平成23年８月31日 平成23年11月14日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり 

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月12日 

取締役会 
普通株式 11,062 6.0 平成24年８月31日 平成24年11月12日 利益剰余金
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

項目 (自  平成23年９月１日 
至  平成24年５月31日) 

前第３四半期累計期間
(自  平成24年９月１日 
至  平成25年５月31日) 

当第３四半期累計期間

  １株当たり四半期純利益金額 34円79銭 32円10銭 

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益金額(千円) 64,150 59,192 

    普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 64,150 59,192 

    普通株式の期中平均株式数(株) 1,843,723 1,843,723 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要 

－ － 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年7月11日

株式会社地域新聞社 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社地域新聞社の平成24年９月１日から平成25年８月31日までの第29期事業年度の第３四半期会計期間

(平成25年３月１日から平成25年５月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成24年９月１日から平成25年５

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社地域新聞社の平成25年５月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

三優監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士    山  本    公  太    印 

業務執行社員  公認会計士    井 上   道 明    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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